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1.はじめに 

兵庫県南部地震においては、激震地に設置していた剛壁面補強土壁工法は，0.2の設計震度で設計されたにもか

かわらず軽微な被害にとどまった。これらの実績から，Ｌ１地震動で設計された補強土壁であっても十分な変形性能を

有すると思われるが，今後，Ｌ２地震動に対する設計が求められることも想定されるため，ニューマーク法などのエネル

ギー一定側に基づいて地震時変形量を算出する方法について提案し，各種の試計算を実施してきた。しかしこの方

法では算出される変形量が入力エネルギーに大きく依存することになるため，補強土壁の地震時変形に与える地震波

形の影響について検討した。 

2.地盤条件による地震波形の影響 
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図-１に試計算に使用した８種類の人工地震波（Ｇ0

～Ｇ7：総研適合波）と，観測地震波（NS：神戸海洋気

象台ＮＳ波）を示す。ここで，人工地震波は，高架橋な

どのＬ２地震時の応答解析に用いるために作られたも

のであり，鉄道新耐震標準1）に示されている固有周期

が異なる８種類の地盤条件に対する地表面加速度応

答スペクトル（図-２）に適合するように調整されたもので

ある。これら９種類の地震波を用いて，補強土壁の地

震時残留変形量を算出した。 

ここで，補強土壁の地震時変形計算法は、①滑動

および②転倒モードによる残留変形に加えて、③補強

領域において生じる残留せん断変形について計算し，

それら３つの変形量を合計することによって算出する方

法2）である。 

図-３は，横軸に使用した地震波の区分を，縦軸に

算出した補強土壁天端の水平変形量を示したもので

ある。この計算は，高さ７ｍの補強土壁の標準設計断

面3）に対して実施したものである。図によると比較的地

盤条件が良いＧ1～Ｇ３で変形量が大きくなる。これは

基本的には加速度応答αｍａｘが大きいためであるが，

Ｇ３（αmax=987gal）よりはＧ２（αmax=866gal）の方が，変

形量が大きく算出されていることから，そればかりの影

響ではないことが伺える。また，観測波としては既往最

大級であるＮＳ波はＧ１地盤とほぼ同程度に変形量が

算出されるが，Ｇ２に比べれば1/3程度である。 図-１ 新耐震標準の適合波形（G0～G7） 
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3.地震波形の影響 

図-1の総研適合波は，高架橋などの動的応答が大き

い構造物の地震外力を算出するために加速度応答スペク

トルに適合するように調整された波であるが，盛土の変形

量を算出するための波としては，本質的には速度応答ス

ペクトルに適合させるのが適当であると考えられる。例え

ば図-１（Ｇ２）で見られるピーク波の潰れは地震波としては

不自然であり，その結果として加速度の大きなＧ3に比べ

てＧ２の方が変形量が大きく計算されている。 

そこで最も変形が大きく算定されたＧ２波形に対して種々

の補正を行い，変形量を比較検討することにした。図-４は

補正した５つの波を示す。このうち，Ｇ２-ｆ１～ｆ４までは，

凡例の周波数領域でバンドパスフィルターを通した波形

であり，Ｇ２’はピーク波形のみをＧ１と相似形にしたもの

である。これらの波を用いて壁頂水平変形量を算出した

結果を図-５に示す。これによると当然ながらフィルターの周波数領域を狭めるほど変形量は低下する。ピーク波をスム

ージングしたＧ２’との比較であるならば，Ｇ２-ｆ１と概ね整合する。 

図-２ 各地盤種別の地表面での弾性加速度応答
スペクトル（スペクトルⅡ）     

図-３ 地盤区分と変位量の関係 

図-４ 修正した適合波形（G2） 
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図-５ 修正した適合波形と変位量の関係

４．まとめ 

  補強土壁を含めた土構造物の地震時変形量の算出にあたっては，位相スペクトルや加速度応答スペクトルに着目

するよりは，速度応答スペクトルに着目して地震波を定めた方が，より適切であると考えられる。 
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